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要　　　　　旨

　コロナ禍の一斉休校を契機として、政府による義務
教育学校への貸与端末普及策が展開された。これを踏
まえて、Web会議システム、メタバースを活用した
不登校児童生徒への支援が一部の地域で本格的に導入
されつつある。これらの手法を支援に活用している自
治体の取り組みについて、支援の仕組みや人材の調達
の観点から分類を試みた。大規模自治体においては直
営による方法、他自治体との共同運用（シェア）によ
る方法のいずれもが選択肢となりうる。中小規模の自
治体においてはシェアによる方法が無理のない選択肢
になる。また、教育支援センター未設置の自治体にお
いても、シェアによる方法を採用することでWeb会
議システム、メタバースを活用した支援を導入しう
る。

キーワード：�不登校、仮想教育支援センター、Web
会議システム、メタバース、バーチャル
教室

１．はじめに

　文部科学省（2021）によると、不登校児童生徒数は
244,940人と過去最大になった。不登校児童生徒への
支援は、いわゆるIT技術の進展とコロナ禍を経た教
育現場の環境の変化（例として一斉休校を経た義務教
育学校現場における貸与端末の普及）により、対面を

中心とした指導に加えて、Web会議システムやメタ
バースを利用した手法が急速に存在感を高めている。
　本研究で調査した事例はいずれも、コロナ禍による
一斉休校とその後の経緯を踏まえて展開された事業で
ある。2022年には、自治体として取り組む、メタバー
ス型のプラットフォームによる不登校児童生徒の支援
が戸田市などで始まった。「メタバース」はニール・
スティーヴンソンによるサイバーパンク�SF小説『ス
ノウ・クラッシュ』が初出の用語であり、アバターは
同小説におけるサイバー上の仮想空間における分身の
名 称 で あ る。 メ タ バ ー ス は「meta（ 超 越 ）」 と

「universe（宇宙、世界）」を組み合わせた造語であ
る。たとえばバーチャル美少女ねむ（2022,p39）の

「リアルタイムに大規模多数の人が参加してコミュニ
ケーションと経済活動ができるオンラインの三次元仮
想空間」なる定義がある。また、その特徴として新清
士（2016,p22）は「三次元性」と「それによってもた
らされる没入感」を挙げている。
　なお、本稿における不登校の定義としては学校不適
応対策調査研究協力者会議（1992）において、「何ら
かの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・
背景により、児童生徒が登校しないあるいはしたくと
もできない状況にあること（ただし、病気や経済的な
理由によるものを除く）をいう。」と定義され、学校
基本調査でも用いられていることから、これを使用す
る。

２．先行研究のレビュー

　メタバースの教育への適用に関する先行研究は多数
あるが、Alfisalら（2022）は、教育におけるメタバー
ス・システムの採用に関し系統的文献レビューを行っ
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ており、その中で教育において採用されているメタバ
ースの大部分がバーチャルワールド型のメタバース

（複数のユーザーが同時に参加し、仮想的な世界を共
有することができるオンライン空間としてのメタバー
ス）であるとしている。本稿で取り上げるのはこのタ
イプである。Tliliら（2022）は、メタバースには、

「対話性、協調性、永続性」など、教育環境内の他の
ツールとは一線を画す重要な特徴があるとしている。
コウら（2021）は、メタバースの世界は参加型の空間
であり、誰もがクリエイターであるとし、教育への適
用を含む、コロナ後の社会におけるメタバースのイン
パクトについて示唆をしている。
　これらの先行研究は、どのようなタイプのメタバー
スが教育で活用されているか、メタバースを教育に適
用することの有用性、参加型の空間としてのメタバー
スの特徴及びその可能性などについて明らかにしてい
るが、不登校児童生徒支援（小学生、中学生）へのメ
タバース活用については、言及がない。また、櫻井

（2022）は、我が国におけるコロナ禍を踏まえた不登
校児童生徒（小学生、中学生）へのオンライン支援と
いう観点から、Web会議システム（zoom）を活用し
た、奈良教育大学におけるオンライン居場所支援の実
践について報告している。しかしながら、不登校児童
生徒、特に小学生、中学生へのあらたな支援の仕組み
としてのメタバースの適用について言及しているもの
ではなく、現在行われている実践の現状と展望を示す
意義がある。

３．本稿の目的とアプローチの方法

　本稿の目的は、インターネット、特にWeb会議シ
ステムやメタバースを活用した不登校児童生徒の支援
に関する現時点での選択肢を示すことである。
　アプローチとしては、Web会議システムおよびメ
タバースを活用した支援がどのように実施されてお
り、どのような選択肢があるのかを具体的に把握する
ために、先行研究、報道、実施団体のウェブサイトの
文献調査および各自治体、実施団体の担当者へのイン
タビューによるフィールドワークを行い、これに考察
を加えた。
　具体的には、Web会議システムおよびメタバース
を活用した支援の事例として、調達したメタバースを
自前で運用している熊本市教育委員会（以下、熊本市
教委）、外部サービスであるroom-Kを利用している埼
玉県戸田市教育委員会（以下、戸田市教委）および
room-Kを運営しているカタリバ、都下市町村向けに
プラットフォームを整備し、順次開放するという東京
都教育委員会（以下、都教委）および実証事業に取り

組んだ新宿区教育委員会（以下、新宿区教委）の事例
を比較検討した。

４．事例１～熊本市のフレンドリーオンライン

　熊本市教委では、2020年３月に始まったコロナ禍に
よる一斉休校への対応を踏まえ、2021年９月、「体験」
としてWeb会議システムを活用した「フレンドリー
オンライン」を導入し、2022年４月から本格実施して
いる。また、2023年１月からはメタバースの要素を取
り入れた「バーチャル教室」による支援を実装してい
る。フレンドリーオンラインについて、2022年９月14
日に熊本市長・大西一史氏、熊本市教育長・遠藤洋路
氏、熊本市教育委員会事務局にインタビューを行っ
た。
　熊本市では、小学校、中学校における不登校児童生
徒数が増加傾向にあり、教室での支援、別教室での支
援、画像配信、教育支援センター（フレンドリー）で
の支援、フリースクールの紹介などさまざまな角度か
ら支援を行ってきた。
　一方で、支援の仕組みとまだつながっていない児童
生徒といかに新たなつながりを持つかが課題となって
いた。そのような状況下、始まったのがコロナ禍であ
る。
　フレンドリーオンライン導入のひとつのきっかけに
なったのが新型コロナによる休校中の全校一斉のオン
ライン授業であった。不登校の子供たちがオンライン
授業には参加できた、という事例が相次ぎ、なかには
ある中学生がその後、サポートを受けて再び登校でき
るようになったというケースもあるという。教育委員
会の担当者によると、他の子どもたちが登校している
条件下でのオンライン登校ではなく、「皆がオンライ
ン」という環境だったからこそ、一部の不登校児童生
徒のオンライン登校ができた、という分析をしている
とのことである。
　一斉休校時と異なり、不登校児童生徒へのオンライ
ン指導を各学校で行うと学校の負担が重くなりすぎ
る。このため、熊本市教委は小学校と中学校１校ずつ
を拠点校として、この拠点校から配信を行う仕組みを
採用した。拠点校と不登校の児童生徒をWeb会議シ
ステムで結び、子どもたちは自宅あるいは学校の別室
からオンライン登校する。
　スタートタイム（登校のホームルーム）からジャー
ネタイム（下校のホームルーム）まで、学校の一般的
な時間割と比較すると短めだが、日々の登校、下校の
時間が固定されており、夜型になり生活習慣が崩れる
ケースが多い不登校児童生徒の保護者に好評とのこと
である。
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　この制度のもう一つの特徴は、学力保証と社会性に
関する学びを分けて考えているという点である。学力
保証については時間割の「セルフタイム」において学
習支援ツール「すらら」を使用している。熊本市教委
としては貸与タブレットで「ドリルパーク」というア
プリを採用しており、通学時している児童生徒はこれ
使用して学ぶ。一方で、不登校児童生徒はドリルの前
提となる授業を受けていないケースが多いことから、

授業の代替として「すらら」を採用した。各児童生徒
の進度が大幅に違うことも踏まえ、学力に適合した教
材を使用している。
　すららは民間の学習塾を含めて幅広く使用されてい
る教育ソフトの一つだが、大きな特徴は動画が人では
なくアニメーションだという点である。これは対人コ
ミュニケーションに不安を抱えるケースの多い不登校
児童生徒への配慮である。

　セルフタイム以外のコマは、拠点校の教員（県費）
とともにICT支援員（市費）が担当する。内容も各担
当者が工夫を凝らしており、プログラミング学習から
理科実験、体験型の学習まで多彩である。それだけで
なく、時にはオンラインでの校外学習や遠足も企画し
ている。
　2023年４月から、フレンドリーオンラインには、そ
れぞれのアプリの活用履歴をRPA（robotic�process�
automation）によって自動で収集・整理するシステム
が組み込まれ、ダッシュボードによる児童生徒の学習
状況の一元管理が可能となるとのことである。これ
は、学習状況のリアルタイムの把握を可能にする。
　フレンドリーオンラインには、児童生徒同士でのコ
ミュニケーションの仕組みは実装されていなかった。
このため、児童生徒が子ども同士で自由にコミュニケ
ーションを行うことができず、集団生活の力をはぐく
むことが困難であった。これを踏まえ、2023年１月か
ら実装されたのが、子どもたちが仮想空間でアバター
のような分身を介して、メタバースの要素を取り込ん
だ仮想の教室において集団生活のスキルを身に着ける

「バーチャル教室」である。
　バーチャル教室は2023年３月現在、フレンドリーオ
ンラインの拠点校（小学校、中学校各一校）で実施さ
れている。バーチャル教室はNTTコミュニケーショ
ンズのオフィス用メタバース「NeWork®」を使用し
ている。これは同社が民間企業のオンライン出社用に
開発したメタバースの仕組みをカスタマイズしたもの
である。毎週２回、バーチャル教室に子どもたちがオ

ンライン「登校」し、チャットと音声によるやり取り
をしている。
　なお、フレンドリーオンライン全体の登録者は約
230人（１月末日現在）である。

５．事例２～埼玉県戸田市教育委員会�
＝認定特定非営利法人カタリバ

（１）埼玉県戸田市教育委員会
　戸田市教委は、カタリバと協定を締結し、プラット
フォームroom-Kを活用した不登校児童生徒の支援を
行っている。2022年11月17日に戸田市教育委員会事務
局に、11月22日には戸田市教育長・戸ヶ﨑勤氏にイン
タビューを行った。
　戸田市教委は2022年、不登校やその傾向がある子供
達も含め、一人一人のニーズに応じた「多様な学びの
場」の選択肢を用意していくべく、独自の不登校支援

「戸田型オルタナティブ・プラン」を制定している。
　このプランの一環として、戸田市教委は2022年度、
市内の小学校３校に「教室に行きたくてもいけない児
童が安心できる居場所、気持ちが落ち着かない児童の
クールダウンのための居場所」として戸田型校内サポ
ートルーム「ぱれっとルーム」を設置した（その後、
全校に拡大を決定）。戸田市によると、設置したいず
れの学校にも毎日３～４名の利用者がおり、昨年度ま
で不登校であった児童が登校できたケース、ぱれっと
ルームで過ごしつつ少しずつ学級の授業に出られるよ
うになったケースがあるとのことである。

図１　フレンドリーオンライン（左）とバーチャル教室（右）　（出所:熊本市教育委員会）
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　また、ぱれっとルームの児童にはオンラインで在籍
学級の授業に参加している例もある。
　市教委独自のオンライン支援として、SNS相談も実
施しており、LINEやtwitterで相談を受けられる体制
を整えており、専門のカウンセラーが対応している。
　これに加えて2022年７月、戸田市教委とカタリバは
個人情報の保護を含め、連携内容について協定を結
び、８月には学校内でも学校外でもない支援の場とし
て、カタリバが運営するroom-Kをオンライン上の仮
想教育支援センターと位置付けて運用を開始した。す
でに数人程度の児童生徒の支援が行われている。
　この取り組みの特徴は、規模の大きくない（2023年
３月１日現在の人口141,812人）自治体として、民間
のリソースを最大限活用するというものである。この
事案に限らず、戸田市教委は民間活力の採用に積極的
であり、戸ヶ﨑勤教育長は、産官学と連携した知のリ
ソースの活用、ファーストペンギンを目指すことによ
る質の高い教育の提供を強調する。

（２）認定特定非営利活動法人カタリバの「room-K」
　カタリバは2001年設立の認定特定非営利活動法人で
あり、高校生へのキャリア学習プログラム「カタリ
場」が活動のスタートである。2015年６月には、島根
県雲南市で廃校になった小学校の校舎を活用し、カタ
リバが委託を受け運営している公設民営の教育支援セ
ンター「おんせんキャンパス」を設立、「学校での生
活に不安や戸惑いを抱えていたり、学校へ通うことに
困難さをもっていたりする子どもたちやそのご家族の
サポート」を行っている。2021年度からオンラインを
活用して「なんらかの理由で学校に通わない/通えな
い子どもたち」に「学びの機会や居場所」を届ける、
という活動を立ち上げている。オンラインの学び場

（room-K）やオンライン相談窓口などにより、オンラ
インを通して一人ひとりに合わせた学びや居場所を届
ける仕組みの構築に取り組んでいる。
　room-Kは2Dのメタバースであり、アバターを使っ
て仮想校舎に登校し、校舎内を移動する。教室に入室

すると、オンライン会議システムが立ち上がり、教室
内で体験型学習などのさまざまなプログラムを受講す
るという仕組みになっている。
　カタリバに、2023年３月10日にインタビューを行っ
た。
　カタリバは2020年のコロナ禍における一斉休校時
に、誰でも来られる居場所として「カタリバオンライ
ン」による支援を始めたが、一斉休校が終わり、多く
の児童生徒はリアルの学校や別の居場所に通うように
なった。一方で、不登校の子どもたちはオンライン支
援を使い続けていた。2021年６月、このニーズを踏ま
え、オンラインによる支援の対象を不登校児童生徒と
することとした。
　なお、より支援の必要な子供たちへroom-Kを届け
るために、2022年以降は自治体と協定を締結して事業
を推進している。
　2023年３月現在、在籍する児童生徒は約130名であ
る。
　現在、room-Kはシェア型のオンライン教育支援セ
ンターを目指している。システムの特徴は、保護者の
ヒアリングや子どもの状況等も踏まえて、総合的に子
どもの状況を見立て、子どもとの面談、メンターから
の子どもの情報などをもとに、総合的にこどもの状
況、個別の支援計画を作成し、メンターが児童生徒一
人一人に伴走すること、参加状況を報告書として教育
委員会、学校と共有するなどである。
　また、子どもたちと社会とのつながりを重視し、い
かに関係性を構築する力を育成していくか、という点
に主眼を置くとともに、学ぶ楽しさを知ることを重視
している。学びたいという意欲を持つ子どもたちのた
めには、AIドリルを活用したプログラムを用意して
いるほか、各自が自分の学びたい教材を持ち寄り、わ
からない部分はスタッフに質問するというようなスタ
イルのプログラムも存在する。
　また、報告レポートを踏まえて、学校長の判断によ
り、room-Kへの参加を指導要録上の出席扱いとする
ケースも出てきているという。
　 使 用 し て い る ソ フ ト ウ ェ ア は、 フ ラ ン ス の
WorkAdventureである。

６．事例３～東京都教育委員会＝新宿区教育委員会の
バーチャル・ラーニング・プラットフォーム

　バーチャル・ラーニング・プラットフォームを開発
した東京都教育委員会事務局に、2023年３月８日にイ
ンタビューを行った。また、同３月９日には実務を担
当する新宿区教育委員会事務局にインタビューを行っ
た。

図２　room-K（出所　認定特定非営利法人カタリバ）
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（1）東京都教育委員会の取り組み
　都教委は、従来の手法ではつながりの持てていない
子供たちの居場所・学びの場として仮想空間上にメタ
バース「バーチャル・ラーニング・プラットフォーム

（以下、VLP）」を用意し、区市町村に提供する取組
を開始した。2022年度は、新宿区と協定を結び、プラ
ットフォームのデモ運用を行い、日本語指導や不登校
支援において、活用方法を検証しているところであ
る。さらに、2023年度には、デモ運用の成果を踏ま
え、順次事業の充実と拡大を図っていくという。
　VLPを都教委は「バーチャル空間をフロアごとに
貸し出す」としている。また、広域行政を担う立場と
して、この事業では都教委と子どもたちとの直接的な
関わり合いはない。
　VLPによる事業への参加を出席扱いとするか否か、
という点も含めて事業を実施する自治体ごとに判断す
ることになるとしている。新宿区の子どもたちと接す
るのはあくまでも新宿区教委である、という立て付け
である。
　また、都教委の取り組みの特徴として、日本語支援
が必要な子どもたちへの支援でもこのプラットフォー
ムを活用する、という点も注目される。
　なお、使用するソフトウェアは、2022年度は富士ソ
フトのFAMcampusであり、その後は未定とのことで
ある。

（２）新宿区教育委員会の取り組み
　新宿区教委は、教育センター教育相談室の相談事
業、相談室相談員の学校訪問、教育センター「つくし
教室」への通所による学習指導、生活指導などに取り
組んできた。また、都の「メンタルフレンド制度」を
活用した、つくし教室の指導員による訪問による援助
も行っている。図書館では「けやきルーム」という非
常設型の適応指導教室も設置され、主として地理的な
要因などからつくし教室に通えない児童生徒を受け入
れている。
　新宿区教委は2023年１月～３月に都教委とのVLP
のデモ運用に関する協定を踏まえた、つくし教室の児
童生徒の貸与端末（タブレット）を活用した実証事業
を実施するとともに、日本語指導が必要な児童生徒へ
の対応でもVLPを活用している。
　VLPは2022年度の区予算には反映されていなかっ
たため、都教委の事業実施の打診を踏まえて、区教委
として新たな予算の負担のない範囲で事業を実施する
ことを意思決定し、居場所づくり、つながりづくりを
主眼として事業に取り組んでいる。
　リアルのつくし教室の利用には保護者の送迎が必要
である。よって、従来は保護者の都合によっては、児

童生徒が出席したい日であっても、出席がかなわない
ケースがあった。このような日に、オンラインに入室
することにより、つくし教室に登室できない日でも接
点をもつことができた。
　また、従来はつくし教室に来ることができない児童
生徒の状況確認を電話や訪問により行う必要があった
が、VLPで出席が確認できるとともに、コミュニケ
ーションが取れるため、訪問の件数が減り、そのリソ
ースを他の事業に振り向けることもできている。
　その他、別室登校からVLPに入室する、けやきル
ームからVLPに入室するなど、多様な活用がなされ
ている。
　一方で、インターネット経由の支援では画面の向こ
う側に誰がいるのかは完全には把握できないという課
題があるため、支援担当者にはその旨を徹底している
という。
　なお、新宿区教委としては、この事業が2023年度も
継続される前提で、引き続きの対応を予定している。
一方で、この種の事業については、将来的に都から区
の予算措置を求められることも想定できることから、
この事業ありきの施策展開を行うのではなく、あくま
でもツールの一つである、という観点から活用してい
く予定であるという。

７．考察

　文献調査およびインタビューを踏まえて、Web会
議システムおよびメタバースを使用した不登校児童生
徒支援の仕組みの導入事例には、仕組みの調達方法、
支援人材の確保方法が複数ある（直営型/シェア型）
こと、それぞれの方式にはメリット、デメリットがあ
ることが分かった。

（１）オンラインによる支援の選択肢
　①直営型
　�　オンラインによる不登校児童生徒の支援の仕組み

としては、本論で示したように熊本市のような人的
リソースが比較的潤沢な大規模自治体においては、
独自にシステムを調達し、既存の教育支援センター
による支援と一体的に直接運営する方法（直営型）
を採用することが可能である。直営型のメリットは
まず、仕組みの設計の自由度の大きさである。ま
た、オフラインとオンラインで支援人材を共通とす
ることができ、学校と教育支援センターの関係性は
基本的に従来通りとなる。一方で、一般市および町
村がこの方式によることは追加の人員体制およびシ
ステム調達の観点から困難である。よって、大規模
自治体向けの選択肢と言える。
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　②全国シェア型
　�　一般市および町村に代表される人的リソースが乏

しい規模の自治体においては、オンラインによる支
援の仕組みを独自に構築することは困難を伴う。全
国でシェアする方法（全国シェア型）は、規模が小
さく、支援人材がリアルの教育支援センターを単独
設置しうるほど確保できない地域でも導入しうるの
が最大のメリットである。一方で、支援人材は他地
域の支援員となる可能性が高く、学校や地域との連
携の仕組みはあらためて構築することになる。制度
設計の自由度も少ない。

　�　ちなみに、文部科学省（2019）によると、教育機
会確保法において設置が努力義務となっている教育
支援センターの設置率は63％にとどまっており、セ
ンターそのものが未設置という自治体が少なくな
い。教育支援センターを設置していない理由とし
て、「通所を希望する不登校の児童生徒が少ないと
見込まれるため」「教育支援センターを運営する予
算、場所の確保が困難なため」が約計７割を占めて
いる。人的リソースの制約は地域によっては大きい
ことが分かる。

　�　ここではさらに、県教育委員会が教育支援センタ
ーを直接運営する広島県教育委員会（以下、広島県
教委）のケースにも言及しておく。広島県教委は県
内在住の児童生徒を対象としてリアル/オンライン
併用型の支援センター「SCHOOL“S”」を2022年４
月から運営している。こちらは県教委直営の支援セ
ンターとカタリバのroom-Kを組み合わせた支援の
枠組みである。こちらも全国シェア型である。

　�　このように全国シェア型は小規模自治体から道府
県レベルまでの選択肢になりうる。

　③地域シェア型
　�　都教委が取り組むVLPは広域で実施するものの、

純然たる広域連携というよりは都庁/都教委主導の、
地域で支援人材、システムをシェアするタイプのソ
リューションと言えるだろう（地域シェア型と呼
ぶ）。都教委は市区町村に具体的な運営を委ねるが、
仮に他の道府県が取り組む場合、必ずしもこのよう
な制度設計になるとは限らない。なお、都教委の取
り組みに関しては、他県の教育委員会からの問い合
わせがすでにあったとのことで、今後採用する道府
県が出てくる可能性がある。

　�　なお、都道府県がこのような仕組みを整備するケ
ース以外に、近隣市町村が連携して同様の仕組みを
構築することも可能であり、必ずしも都道府県向け
の選択肢とは限らない。ただし、システムの共同運
用という観点からは近隣地域でシェアすることのメ
リットは必ずしも大きくはなく、地元の都道府県が

主導して導入するケースを除いては、市町村が積極
的に採用を検討する選択肢とはなりえないだろう。

　�　これらをまとめたものが図３である。自治体の置
かれる状況は千差万別であるが、大規模自治体は直
営型、シェア型のいずれをも採用しうるだろう。一
方で、自治体の規模が小さくなるにつれ、全国シェ
ア型の利点が発揮される。

（２）�教育支援センター未設置の小規模自治体への仮
想教育支援センターの展開可能性

　小規模自治体においては、支援者が不足しがちであ
るだけでなく、支援の対象となる児童生徒の数が限ら
れている。メタバースなどにより社会性の涵養を図る
際にも、ある程度の人数がメタバースにいることが条
件となるわけだが、常時利用人数の確保ができるとは
限らない。よって、全国シェア型に強みがあり、小規
模規模自治体には戸田市のモデルが参考になると思わ
れる。前述の雲南市＝カタリバの教育支援センター

「おんせんキャンパス」は、リアルの教育支援センタ
ーの委託事業であるが、これをウェブ上で仮想教育支
援センターとして展開することにより、リアルのセン
ターを持たない市町村がオンラインによるセンターを
開設することが可能となる。さらに、人口減少社会に
おいて、単独の自治体ではセンターを持ちえないケー
スが増加すると思われるが、リアルのセンターでは地
理的な制約から困難だった他自治体とのセンターのシ
ェアもオンラインにより可能になる。

８．おわりに

　不登校児童生徒の支援体制構築において、本稿で取
り上げた支援の仕組みは自治体にとり、あらたな選択
肢をもたらすものである。特に地方を中心とした人口
減少社会における意義は大きい。一方、今後はこれま
でつながりが持てなかった児童生徒とのつながりをつ
くることができたか否か、という定性的な評価の先に
ある、定量的な導入効果の明確化が課題となろう。ま
た、これらの支援を経験した児童生徒の進路などを記

図３　支援の仕組みのあり方と特徴
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義務教育におけるWeb 会議システム、メタバースを活用した不登校児童生徒支援の現在地～

録、分析することが可能になれば、人材育成への寄与
についても明らかにすることができるだろう。
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